
骨粗しょう症検診実施要領（集団検診方式） 

（目的） 

第１ この要領は、健康増進法（平成１４年法律第１０３号）の本旨に基づき、骨折等の基礎疾患とな

り、高齢社会の進展によりその増加が予想される骨粗しょう症について、早期に骨量減少者を発見し、

予防することを目的に、千葉市（以下「甲」という。）が一般社団法人千葉市医師会（以下「乙」とい

う。）との契約に基づき実施する骨粗しょう症集団検診業務について必要な事項を定めるものとする。 

 （対象者） 

第２ この検診を受けることのできる者は、市内に居住地を有し、当該年度に４０歳、４５歳、５０歳、

５５歳、６０歳、６５歳及び７０歳となる女性とする。 

２ 検診回数は、同一人年１回とする。 

  

（実施人員） 

第３ 検診の人員については、約６０人を上限とし、施設の収容人数等により、安全に実施できる人数

とする。 

（実施期間） 

第４ 骨粗しょう症集団検診の実施期間は、当該年度の４月１日から２月末日までとする。 

（実施日時） 

第５ この検診の実施日及び時間については、肺がん集団検診と同時に実施するものとする。 

（検診の取扱い医療機関） 

第６ この検診は、乙から推薦を受けた医療機関（以下「丙」という。）が行うものとする。 

（検診費用） 

第７ 丙は、受診者から検診費用を徴収しない。 

（受診券及び受診記録票の配布） 

第８ 甲は、この検診の対象者に対し、「がん検診等受診券シール」（以下「受診券」という。）を送付す

る。 

２ 甲は、丙に対し「骨粗しょう症検診受診記録票」（以下「受診記録票」という。）を送付する。 

（検診方法等） 

第９ 受診者は、受診券を甲から受け取り、肺がん検診集団検診会場に持参し、検診を受けるものとす

る。 

２ 検査項目は、問診及び骨量測定とする。 

（１）問診 

   住所、氏名、生年月日、運動習慣、食生活の内容等を聴取する。 

（２）骨量測定 

   エックス線検査（ＭＤ法・ＤＩＰ法・ＳＸＡ法）またはＤＸＡ法、ＣＴ検査（ｐＱＣＴ法）、超音

波検査（ＱＵＳ法））により実施する。 

（総合判定） 

第１０ 総合判定にあたっては、「骨粗しょう症予防マニュアル」（厚生省）を参照し、問診、骨量測定

の結果を総合的に判断し、「異常を認めず」、「要指導」及び「要医療」に判定する。 

（指導区分） 

第１１ それぞれの判定区分に基づき、次の内容の指導を行う。 

（１）「要指導」と区分された者 

   食生活指導や運動指導等日常生活上の注意を促すとともに、生活習慣行動の改善指導等の保健事



業への参加を指導する。 

（２）「要医療」と区分された者 

   医療機関において精密検査を受診するよう指導する。 

（受診者への結果通知） 

第１２ 受診者への結果通知は、丙が作成し、丙又は甲が受診者に案内するものとする。 

（記録の整備） 

第１３ 丙は、次のように記録を整備するものとする。 

（１）検診の記録は、氏名、年齢、住所、検診の結果、指導や医療の必要性の有無等を記録する。 

（２）必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な事項についても記録する。 

（３）丙は、問診記録・検査結果を少なくとも５年間保存しなければならない。 

（結果報告） 

第１４ 丙は、受診記録票に肺がん検診・骨粗しょう症検診（集団）事業報告書を添付し、検診終了後

３０日以内に甲に報告するものとする。 

 （点検） 

第１５ 丙は、骨粗しょう症検診に係る必要な機器及び設備を整備するとともに、機器の日常点検等の

管理体制を整備するものとする。 

（委託料の支払い） 

第１６ この検診の委託料の支払いについては、契約書に基づき行うものとする。 

（規定外事項） 

第１７ この要領に定めるもののほか、骨粗しょう症検診の実施に関し必要な事項については、その都

度、甲及び乙が協議して定めるものとする。 

   

   附 則 

 この要領は、平成１３年９月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和２年５月２６日から施行する。 



附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 


